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１．当中間期決算に関する定性的情報 

 

（１）経営成績に関する説明 

当中間連結会計期間の我が国経済は、緩やかな回復の動きが持続しました。企業収益が改善する中で

設備投資は緩やかに増加し、公共投資は高水準で推移しました。また、個人消費は消費税引き上げに伴

う駆け込み需要の反動の影響も徐々に和らぎ、雇用・所得環境が着実に改善する中で底堅く推移しまし

た。一方、住宅投資は駆け込み需要の反動の影響で減少が続き、輸出は自動車メーカーを中心に海外生

産を拡大する動きが相次いだことなどにより、弱めの動きとなりました。 

金融面では、日本銀行による大規模な金融緩和政策が継続されましたが、米国において利上げの前倒

し懸念が高まると、為替相場では円安・ドル高が一段と進行し、９月末には１ドル 110 円に迫る動きを

見せました。また、金融緩和の長期化観測を背景に国内長期金利は、歴史的低水準である 0.5％を割り

込むなど低位に推移しました。一方、国内株価については、東欧・中東情勢の緊迫化など地政学リスク

が顕在化する中で、一時的に大きく変動する局面があったものの、概ね上昇基調で推移し日経平均株価

は９月末に 16,000 円を上回りました。 

当行の主要な営業基盤である長崎県経済は、緩やかな回復の動きが続きました。生産面では、造船及

び機械・重電は、生産水準の低下が見られたものの、高めの操業を維持しました。また、電子部品等は、

最終製品需要の持ち直しを背景に高めの生産水準が続きました。 

需要面では、公共投資は高水準で横ばい推移し、設備投資も増加しました。また、住宅投資は駆け込

み需要の反動の影響により前年を下回りましたが、個人消費は基調的には底堅く推移しました。 

観光面では、天候不順の影響があったものの、主要施設の集客施策が奏功したことに加え、夜景観光

の認知度が向上したことなどにより、堅調に推移しました。 

また、雇用・所得環境では、労働需給は緩やかな改善を続け、雇用者所得も持ち直しの動きが見られ

ました。    

このような経済環境のなか、当中間連結会計期間の経営成績につきましては、以下の通りとなりまし

た。 

経常収益は、国債等債券売却益及び貸出金利息等が減少したことを主因として、前年同期比９億 15

百万円減少し、242 億 79 百万円となりました。 

経常費用は、与信関係費用の改善に伴い今期は貸倒引当金戻入益を計上したことから、前年同期比

28 億 70 百万円減少し、185 億 58 百万円となりました。 

以上の結果、経常利益は、前年同期比 19 億 54 百万円増加し、57 億 20 百万円となりました。 

中間純利益は前年同期比 19 億 40 百万円増加し、35 億 99 百万円となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

調達面では、譲渡性を含む預金が前連結会計年度末比706億円増加し、２兆4,228億円となりました。 

運用面では、貸出金が前連結会計年度末比４億円増加し、１兆 3,775 億円となり、有価証券が前連結

会計年度末比 242 億円増加し、１兆 1,267 億円となりました。 

総資産は、前連結会計年度末比 888 億円増加し、２兆 7,139 億円となりました。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

当中間連結会計期間の結果を踏まえ、平成 26 年５月９日に発表しました連結業績予想を修正してお

ります。 

 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 
 

（１）当中間期における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 
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（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第 26 号 平成 24 年５月 17 日。以下、「退職給付会計

基準」という。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第 25 号 平成

24 年５月 17 日。以下、「退職給付適用指針」という。)を、退職給付会計基準第 35 項本文及び退職給付

適用指針第 67 項本文に掲げられた定めについて当中間連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務

費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更す

るとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について退職給付の見込支払日ま

での平均期間とする方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の

加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに従って、

当中間連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益

剰余金に加減しております。 

この結果、当中間連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が 456 百万円減少し、利益剰余金が 295

百万円増加しております。また、当中間連結会計期間の経常利益及び税金等調整前中間純利益への影響

は軽微であります。 
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（４）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 
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